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0．研究開発の概要  

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
これまでに地方大学の産官学連携の活性化に関しては、様々な施策が講じられており、

一定の成果を上げてきている。しかしながら、今後さらに地方大学の産官学連携の活性化

を促すためには、これまでブラックボックス化されていた技術移転アソシエイトの具体的

な価値連鎖プロセスを明らかにするとともに、各地方大学の大学発シーズの上市に関わる

一連の価値連鎖プロセスのボトルネックを組織マネジメントレベルで明らかにする必要が

ある。本研究開発プロジェクトでは、これまでの研究成果を活用し、技術移転アソシエイ

トの価値創造活動を適切に分類することで、地方大学の大学発シーズの上市に関する価値

連鎖プロセスの可視化を行い、個々の地方大学の実情に応じた適切な施策立案と戦略的タ

ーゲットの策定等に寄与するとともに、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況

調査」等への改良に貢献することを目的とする。 

２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 
本事業では以下のリサーチ・クエスチョン（RQ）に基づいて定性的・定量的分析を行い、

大学発シーズの上市に関わる価値連鎖診断プロトコルの開発を実施した。 
１）地方大学では技術移転アソシエイトがどのような価値創造活動を経て、大学発シーズ

の上市に至っているのか？その価値活動を構成する重みづけはどうなっているのか？

また、母集団に対する地方大学の特徴や、地方大学内でのグルーピングは可能か？ 
２）地方大学におけるベンチャー創出を含む産官学連携・地域連携において、各大学にと

って適合的な技術移転モデルや、産官学連携・ベンチャー支援プロセスはどのような

ものであるのか？ 

３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 
本事業において創出する成果は、大学発シーズが上市に至った事例を技術移転モデルの

観点から分類・整理することで、大学発シーズの上市に関する価値連鎖プロセスのバリエ

ーションを可視化し、有効な政策評価が実行可能な基盤を構築することである。本研究開

発において、大学発シーズの上市の価値連鎖を可視化できたことによって、地方大学の執

行部、産官学連携本部・TLO に対しては、組織の経営改善に寄与し、地方大学から企業へ

の技術移転が促進されることが期待できる。産官学連携実務者に対しては、実務の活性化

を促すことが期待できる。産官学連携政策担当者に対しては、価値連鎖の可視化から価値

診断プロトコルを開発・実装することによって、個別の地方大学の実情に応じた適切な施

策立案と戦略的ターゲットの策定、産官学連携本部・TLO の組織再編等に寄与することが

期待できる。 

４．研究開発の達成状況と限界 
本研究を通じて経営資源の効果的配分のモデルを示すことができれば、それは地方大学

の限られたインプットを有効活用するための具体的指針として機能することが期待でき

る。しかしながら、現時点では大学発技術に基づく製品の上市に関する価値連鎖プロセス

の可視化ができたものの、価値診断プロトコルの開発・実装まで至っていない。本研究開

発プロジェクトの限界は、大学トップの交代に伴い、組織マネジメントが大きく変わる可

能性があり、定点観測が必要であることである。また今後、社会科学系の研究成果の政策

化（社会実装）を促進するためには、概念実証（POC）プロセスを組み込むとともに、研

究者側のマインドセットの変革が必要となる可能性がある。 
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1．プロジェクトの達成目標  

 本プロジェクトでは、以下 2 点を達成の目標とする。 

目標１：「大学発シーズの上市に関わる価値連鎖診断プロトコル」の開発と実装 
目標２：「大学等における産学連携等実施状況調査」における実用化事例の成功要因の可視化 

本研究開発プロジェクトの目的は、地方大学の大学発シーズの上市に関する成功要因の類

型化を行うことで、個々の地方大学の実情に応じた適切な施策立案と戦略的ターゲットの策

定等に寄与するとともに、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況調査」等への改

良に貢献することである。（本研究開発における「上市」の定義は、狭義の既存企業へのライ

センスによる上市だけではなく、ベンチャー企業等へのライセンスによる上市も含まれる） 
これまでに地方大学の産官学連携の活性化に関しては、様々な施策が講じられており、一

定の成果を上げてきている。しかしながら、今後さらに地方大学の産官学連携の活性化を促

すためには、これまでブラックボックス化されていた技術移転アソシエイトの具体的な価値

連鎖プロセスを明らかにし、地方大学の大学発シーズの上市に関する成功要因を類型化する

ことで、各地方大学の大学発シーズの上市に関わる一連の価値連鎖プロセスのボトルネック

を組織マネジメントレベルで明らかにする必要がある。今後はこれらのエビデンスを活用し

て、機能不全に陥っている部分を見つけ出し改善することで、各地方大学の実情に応じた施

策を講じていく必要がある。特に文部科学省「大学等における産学連携等実施状況調査」の

データを活用して、産官学連携活動の主な実用化事例の上市に関する価値連鎖プロセスの可

視化、地方大学の組織的な取組や制度化などの成功要因の類型化を行うことで、地方大学の

産学連携・地域連携の施策立案に活かしていくべきである。 
研究代表者らは、これまでに日本における大学発シーズに基づく製品の上市に関して、技

術移転アソシエイトの価値創造活動に焦点を当てて研究を行ってきた。研究代表者の TLO 経

営者・産官学連携実務者としての 22 年の実務経験において、特許分析等による大学発シーズ

の技術価値評価の優劣が必ずしも上市や商業化を決定づける要因ではないことを経験してき

たためである。さらに、これまでの先行研究は技術評価研究が中心であり、実務的な観点か

ら上市に焦点を当てると、背景の条件情報としてしか役立たず、より実際の商業化の組織行

動における課題を掘り下げることが必要になると判断した。 
研究代表者らが実施したこれまでの研究において、独自データベースを構築し、質的比較

分析を行った結果、大学発技術に基づく製品の上市を促進するために技術移転アソシエイト

が重点化すべき価値創造活動には、①十分なプレマーケティングを経た特許出願判断、及び

②製品開発ステージの境界連結活動の 2 点を行う「ハンズオン・モデル（技術移転アソシエ

イトが主体的に関与した事例）」があることを明らかにした。一方で、技術移転アソシエイト

が主体的には関与せず、発明者やライセンス先企業等が中心となって、大学発技術に基づく

製品が上市に至った「アドミニストレーション・モデル」の事例も相当数存在することを発

見した。いずれも上市という結果は共通しているものの、両者の成功を後押しした要因は明

らかに異なっていた。 
本研究開発プロジェクトでは、これまでの研究成果を活用し、技術移転アソシエイトの価

値創造活動を適切に分類することで、地方大学の大学発シーズの上市に関する成功要因の類

型化を行い、個々の地方大学の実情に応じた適切な施策立案と戦略的ターゲットの策定等に

寄与するとともに、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況調査」等への改良に貢

献する。 
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2．研究開発の実施内 

2-1．研究開発実施体制の構成図 
 

 

〈研究開発実施体制〉 

 

当研究開発の実施体制を上図に示す。研究開発は坂井貴行（神戸大学バリュースクール 教
授）、山田仁一郎（京都大学経営管理大学院 教授）、林侑輝（大阪公立大学大学院経営学研究

科 准教授）、池内健太（経済産業研究所 上席研究員）、森口文博（京都産業大学経営学部 助
教）が中心となって実施した。 
本事業のプロジェクトチームの特長は、学術的・実務的の両観点から関与できる連合チー

ムである点である。坂井は、TLO 経営者・産官学連携実務者として 22 年の経験を有し、現

在も神戸大学産官学連携本部副本部長を兼務している。山田は、経営戦略論、組織論等を専

門とし、NISTEP における大学発ベンチャーの定点観測調査と実証分析、政策提言等に長く

従事してきた経験を有する。坂井・山田・林は、本プロジェクト開始前から 3 年以上に渡り、

産官学連携・技術移転に関する共同研究を実施し、ハンズオン・モデルを見出した 1)。池内

は、研究開発・イノベーション・生産性実証分析において数多くの実績を有するとともに、

SciREX 事業の開始当初から科学技術イノベーション政策のための情報プラットフォーム

（SPIAS）の開発等に従事してきた。森口は途中からの参画であるが、インタビュー調査を

用いた質的研究に慣れており、本プロジェクトにおいてもインタビュー及びその分析の要と

して活動した。この 5 名が有機的に連携することにより、学術・実務の両面から研究を深耕

させることに繋がった。 
また、研究開発の方向性の決定や研究開発の進捗が見られた段階で、文部科学省担当課室

のご協力をいただき、対話と議論を重ねながら研究開発を遂行していく体制を構築した。さ

らに、研究設計の助言で山本貴史氏（東京大学 副理事／株式会社理研イノベーション 代表
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取締役社長）にご支援いただき、ワークショップ・シンポジウムの共同開催等で大学技術移

転協議会、リサーチ・アドミニストレーション協議会にもご支援をいただいた。米国の産学

連携や技術移転に係る研究の第一人者である Wesley David Sine 氏（米国コーネル大学）に

も途中から参画いただき、米国の状況や日米比較といった観点からご助言いただいた。本研

究はプロジェクト終了後も継続していく予定であり、本プロジェクトで構築できた体制は今

後も有効に機能していくことが期待できる。 
1) 林侑輝, 坂井 貴行, 山田仁一郎, “技術移転のハンズオン・モデル: 大学発技術の上市を促進するプロセス要因の分析”, 組織

科学, 55(4), 67-79, 2021. 
 

2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 
本プロジェクトの実施項目は、以下のとおりである。採択時コメントに基づき、補完研究

として、補 1、補 2、補 3 を実施した。 

【1】全国 86 国立大学法人等の技術移転実績の実態調査 
(1)  データベースの構築 
(2)  4 象限マトリクスの作成 

【2】アンケート調査とインタビュー調査 
(1)  上市案件に関するアンケート調査・分析 
(2)  半構造型インタビュー調査・分析 

【3】大学発技術に基づく製品の上市プロセスにおける価値連鎖診断 

[補完研究] 
（補 1）技術移転機関とトップマネジメントチームのパフォーマンスに関する研究 
（補 2）大学技術の上市に係るシステマティック・レビュー 
（補 3）大学発技術の商業化の成功要因の分析 
 

 

〈研究開発実施項目〉 

2024年度2023年度2022年度2021年度実施項目

【1】全国86国立大学法人等の技術移転
実績の実態調査

(1) データベースの構築

(2) 4象限マトリクスの作成

【2】アンケート調査とインタビュー調査

(1)上市案件に関する
アンケート調査・分析

(2) 半構造型インタビュー調査・分析

【3】大学発技術に基づく製品の上市プロセス
における価値連鎖診断

(補1) 技術移転機関とトップマネジメント
チームのパフォーマンスに関する研究

(補2) 大学技術の上市に係る
システマティック・レビュー

(補3) 大学発技術の商業化の成功要因
の分析
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2-3．実施内容 

【1】全国 86 国立大学法人等の技術移転実績の実態調査 
(1)  データベースの構築 
 文科省担当課室の協力を得て、既存の公開データや非公開データを活用し、主に全国 86 国

立大学法人の技術移転実績に関するデータを取りまとめる。具体的には、大学研究費総額（共

同・受託研究実績、科学研究費補助金、寄附金など）、ライセンス金額、上市数（ランニング

ロイヤリティ件数から推定）等に関する全国ランキング表を作成すると共に、その機関にお

ける産学連携活動の主たる実施組織を特定する。産学連携に関するデータ資料は、以下のデ

ータ資料等を活用する。 

1) 産学官共同研究におけるマッチング促進のための大学ファクトブック 
（文部科学省・経済産業省・一般社団法人日本経済団体連合会：2018 年 5 月） 

2) 産学連携活動のカイゼンに通じた更なる発展にむけて「産学連携評価モデル・拠

点モデル実証事業 におけるデータ分析結果」（経済産業省：2015 年 6 月） 
3) 令和元年度大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省：2021 年 4

月） 
4) 各大学のデータ資料集 
5) SPIAS（SciREX Policymaking Intelligent Asistance System、政策研究大学院大

学 SciREX センター） 
6) 承認 TLO 実績報告書データ（承認 TLO から文部科学省に対して提出された、特

定大学技術移転事業の実施に関する計画承認実施要綱第 6 条第 1 項に基づく「承

認計画の実施状況報告書（様式第八）」及び同条第 2 項に基づく「承認計画の実施

状況報告書に係る関連調査（別紙１～８）」に関する文書及び電子データ） 
7) 大学技術移転サーベイ（大学技術移転協議会） 

 

(2)  4 象限マトリクスの作成 
 縦軸を大学研究費総額の高低、横軸を上市数またはライセンス金額の多寡とした 4 象限マ

トリクスを作成し、「インプット（IN）-アウトプット（OUT）」の関係性を分析する。IN=大
学研究費総額、OUT=上市数またはライセンス金額と定義し、全国 86 国立大学法人を 4 象限

（IN 高-OUT 高、IN 高-OUT 低、IN 低-OUT 高、IN 低-OUT 低）に分類する。（縦軸：大学

研究費総額の高低、横軸：上市数またはライセンス金額の多寡）だけでなく、（縦軸：仲介組

織のマネジメントの寄与度、横軸：上市数またはライセンス金額の多寡）等の項目でも検討

する。（ここにおける上市数・ライセンス金額は、狭義の既存企業へのライセンスではなく、

ベンチャー企業等へのライセンスも含まれる。） 
 

【2】アンケート調査とインタビュー調査 
(1)  上市案件に関するアンケート調査・分析 
 主に全国 86 国立大学法人の上市案件に関して、ハンズオン・モデルとアドミニストレーシ

ョン・モデルを明確に分類し、大学発技術に基づく製品が上市に至ったプロセスを可視化す

るため、インタビュー調査を実施する。本格的なインタビュー調査の前段階として、質問項

目等を明確化するため、プレインタビュー調査を実施する。 
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(2)  半構造型インタビュー調査・分析 

【1】(2)で分類した 4 象限のそれぞれについて、1～2 大学（計 4～8 大学）を抽出し、技術

移転プロセス、共同・受託研究プロセス、ベンチャー支援プロセスなどの産官学連携価値連

鎖について、インタビュー調査を実施し、収集したデータを文書化して、データベースを作

成する。インタビュー調査では、大学発技術に基づく製品が上市における「ワーストジョブ」

と「ベストジョブ」の事例を対象に半構造型インタビューを行う。必要に応じて、大学研究

者や企業側担当者へのインタビューを実施する。作成したデータベースは、トピックごとに

整理し、定性的コーディングを行った上で、索引管理する。このデータベースをもとにして、

本事業の一部メンバーが関わった実証研究をスケールアップさせた実証分析を実施し、ハン

ズオン・モデルの有効性に関する追加検証を行う。また得られた事例データのうち、ユニー

クな事例については、事例教材としてケースの開発を行っていく。歴史的資料としての事例

記述の価値も高いため、必要に応じてフォローアップ調査を実施するなどして、事例の蓄積

を行っていく。さらに主に全国 86 国立大学法人に対して、半構造化型の系統的なインタビュ

ー調査を行い、データベースを構築する。 
 
【3】大学発技術に基づく製品の上市プロセスにおける価値連鎖診断 
 これまでの結果を元に、主に国立大学法人 86 大学に対して上市プロセスの価値連鎖診断を

実施し、各大学の産官学連携の特徴・成果について可視化を行う。主に国立大学法人 86 大学

へのインタビュー調査については、事前の質問票送付や、オンライン会議システムの活用な

ど、できる限り組織的かつ効率的に実施する。また、ハンズオン・モデルの産学連携（共同・

受託研究）、ベンチャー支援への適用可能性も関連して検討を行う。可視化した結果を基に、

大学の規模や特徴にそったグルーピングを行い、産官学連携プロセスをモデル化する。外部

環境や組織の多様性を考慮した基準により、価値連鎖のパターンの類似点・相違点を比較分

析する。 
 
[補完研究] 
（補 1）技術移転機関とトップマネジメントチームのパフォーマンスに関する研究 
 TLO の実態を調査するため、外部型 TLO を対象に、2014～2020 年度のパネルデータを用

いて、TLO 経営チームの職務経歴と技術移転パフォーマンスの関係を調査分析する。 
 
（補 2）大学技術の上市に係るシステマティック・レビュー 
 TLO と技術移転パフォーマンスに関して、これまでの先行研究で明らかにされてきた知見

を調査するため、システマティック・レビューを通じて整理する。 
 

（補 3）大学発技術の商業化の成功要因の分析 
TLO のタイプと技術移転パフォーマンスの関係を明らかにするために、文科省「大学等に

おける産学連携実施状況調査」を用いて、異なるタイプの技術移転オフィス（TTO）の効果

を調査した。 
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3．研究開発結果・成果 

3-1． プロジェクト全体としての成果 

本研究では、地方大学における技術移転アソシエイトの価値創造活動を適切に分類するこ

とで、地方大学の大学発シーズの上市に関する価値連鎖プロセスの可視化を行った。また、

個々の地方大学の実情に応じた適切な施策立案と戦略的ターゲットの策定等に寄与するため

に、大学発シーズの上市に関わる価値連鎖診断プロトコルの開発と実装を試みることを目的

とした。 
 
【1】大学発シーズの上市に関わる価値連鎖プロセスのインタビューデータ蓄積 

各大学のシーズの上市に関わる価値連鎖について、①産学連携部門と TLO の役割分担、

②技術移転ライフサイクルにおける重点ポイント、③KPI と重点目標、④組織体制とステ

ークホルダーとの関係性、⑤ベスト・プラクティスの成功要因、⑥ワースト・プラクティス

の失敗要因に関して、技術移転プロセス、共同・受託研究プロセス、ベンチャー支援プロセ

スの観点からインタビュー調査を実施したことである。プレインタビュー、本インタビュ

ー併せて、全国 27 大学からのインタビューデータを蓄積することができた。特許出願件数

やライセンス件数などのデータ収集からでは分からない現場の担当者の声を収集すること

ができた。現在の技術移転・産学連携の現場を最もよく反映できていると考えられ、今後

の分析により新たな知見が得られることが期待できる。 
 
【2】地方大学発シーズの上市に係る価値連鎖プロセスの可視化 

大学発シーズの上市に関して、各大学にインタビューを実施した結果を分類し、地方大

学発シーズの上市に係る価値連鎖プロセスの可視化に成功したことである。価値連鎖プロ

セスを可視化することにより、効果的なパフォーマンスを挙げているとされる大学は、各

大学でそれぞれ多様な価値連鎖を採用していることが分かった。同じ価値連鎖の構成に見

えるグループの中でも、それそれの大学が置かれている環境によって、大学発シーズの上

市に関わる取り組む内容は異なっている。また、一部の大学では、環境の変化によって、価

値連鎖プロセスを変化させていることが分かった。 
 

【3】大学発ベンチャー数をアウトプット指標にした発見 
インタビューに基づく質的分析の結果、大学における産学連携活動はマクロ（社会・政

府）、メゾ（大学の経営層）、ミクロ（産学連携部門）の各次元をまたぐ二つのサイクルから

影響を受け、効果的な大学発ベンチャー支援を困難にするメカニズムが生じていることが

明らかになった。第 1 は、マクロレベルとメゾレベルの結びつきにより形成された、現場

に腹落ちしない運営サイクルである。大学発ベンチャーの設立数が重視され、大学の経営

層が求める KPI と現場の実態との不整合が繰り返し生じる中で、大学発ベンチャーに関す

る限定的な解釈に基づき、新たな目標や期待が形成されていることが示唆された。 
第 2 は、メゾレベルとミクロレベルの結びつきにより形成された、推進力に欠ける実務

サイクルである。産学連携部門では大学発ベンチャーという言葉が意味する範囲の拡張が

生じており、支援業務の範囲も自ずと拡がり、人的資源や専門性が慢性的に不足している。

このような実態は全学レベルで設定された計画の検証プロセスに織り込まれず、産学連携

部門は経営層が求める KPI に追従することが求められ、逐次的な対応に追われている。こ

の状況が大学内で十分に共有されないことにより、大学全体として整合的な意思決定がま

すます困難になっていくことが示唆された。 
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［補完研究］ 
【1】技術移転機関とトップマネジメントチームのパフォーマンスに関する発見 

どのような経営チームが日本の技術移転機関（TLO）において高い技術移転パフォーマ

ンスを生み出すのか。日本の外部型 TLO（19 機関）を対象に、2014～2020 年度のパネル

データを用いて、TLO経営チームの職務経歴と技術移転パフォーマンスの関係を調査した。

分析の結果、TLO 経営チームに大学での職務経験，特に大学のみの職務経験をもつ TLO 経

営者の存在は、技術移転パフォーマンスに正の影響を与えることが示唆された。 
 
【2】大学技術の上市に係るシステマティック・レビューによる発見 

TLO が産学連携パフォーマンスに及ぼしうる影響に注目し、これまでの研究で明らかに

されてきた知見について、システマティック・レビューを通じて整理した。国際ジャーナ

ルに掲載された産学連携および技術移転に関する論文を対象に、ステマティック・レビュ

ーを実施した結果、初期サンプルとして 328 編が抽出された。そのうち、定量的分析を行

っているものが 79 編、その内技術移転パフォーマンスに係る仮説検証型の実証分析を行な

っているものが 30 編であることが分かった。技術移転パフォーマンスに関する文献をさら

に調査したところ、組織レベルで集約されたデータに基づく分析が大半であり、個別案件

やマネジメント実践に踏み込んだ研究は国際的に不足していることが分かった。 
 

【3】大学発技術の商業化の成功要因の分析による発見 
日本における産学連携に関する全国レベルのデータを使用し、大学技術移転のパフォー

マンスに対する異なるタイプの技術移転オフィス（TTO）の効果を調査した。まず、組織

構造に基づいて、内部、外部統合型、外部拡大型の 3 タイプの TTO を特定した。ポアソン

回帰と母集団平均モデル用いて分析した結果、①外部 TTO を利用する大学は、内部 TTO
を利用する大学よりも特許ライセンス収入の面で優れた成果を上げている。②規模の小さ

い大学は、専門性の高い外部統合型 TTO を利用することで、より優れた成果を上げている

可能性が高いことがわかった。これらの調査結果は、TTO は大学の官僚的システムから独

立しているべきであることを示唆している。 
 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
【1】全国 86 国立大学法人等の技術移転実績の実態調査 
(1) データベースの構築 

承認 TLO 報告書データの分析に重点を置くことにより、令和 5 年度以降に実施するアンケー

ト調査、インタビュー調査の効率化を図った。文部科学省担当課室のご協力の下、全国の承認

TLO35 機関から情報を収集した。ある程度調査項目が定まってきている平成 25 年度から令

和 2 年度までのデータを対象とすることとした。分析のための前処理（PDF データのテキス

ト化、名寄せ等）を進め、データベース化を行った。 
 
(2) 4 象限マトリクスの作成 

当初想定していた 4 象限は、縦軸：大学研究費総額の高低、横軸：上市数またはライセン

ス金額の多寡であった。しかしながら、データベース化を進める中で、仲介組織のマネジメ

ントの有無、種類、寄与度が関係しているのではないかと予想されたため、単純な 4 象限で

説明することは難しいと判断した。上市案件の成功要因の類型化のために、指標として何を

選択すべきかを明らかにするため、プレインタビュー調査を実施することとした。詳細は次

節に記載する。 
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【2】アンケート調査とインタビュー調査 
(1) 上市案件に関するアンケート調査・分析 

前節で述べたように上市案件の成功要因を類型化するためには、横軸：上市数またはライ

センス金額の多寡といった単純な 4 象限で説明することが難しいと判断した。そこで、先ず

は指標として何を選択すべきかを明らかにすることを目的に、全国 86 国立大学法人の上市案

件に関して、仲介組織のマネジメントの有無、種類、寄与度、関わり方（ハンズオン・モデ

ル、アドミニストレーション・モデル等）を調査するためのプレインタビュー調査を実施す

ることとした。 

〈プレインタビュー調査の目的〉 

・各大学の技術移転プロセスに関する産官学連携価値連鎖 
・各大学の大学発技術に基づく製品が上市に至ったプロセスの可視化 

〈サンプリング基準〉 

使用データベース：文科省産連調査（2016‐2021） 
〇特許権実施等収入において、高い水準でランク維持している地方大学 
〇調査期間の前半（2016‐2018）と後半（2019‐2021）でランクの変動を比較 
全国 35 位以上の大学のうち 

   ・全国順位が 10 ランク以上アップ 
   ・全国順位が 10 ランク以上ダウン 

〈抽出された大学〉 5 大学 

〈プレインタビュー質問票ガイドライン〉 

① 貴学では技術移転機関（TLO）をどの程度、利用していますか。TLO を利用してい

る場合、産学連携部門と TLO の役割分担について教えて下さい。 
② 現在の産学連携部門と TLO の役割分担のなかで、うまくいっている点、うまくいっ

ていない点はありますか。 
③ 貴学の産学連携部門と TLO は、技術移転ライフサイクル（発明相談、発明開示、発

明評価、特許出願、マーケティング、ライセンシング、製品開発）のどの部分に特に

力をいれていますか。 
④ 貴学において、これまでで技術移転収入が最も大きかった案件はどういったもので

すか。ライセンス成功に至った経緯や成功要因だと考えられることを教えて下さい。 
⑤ 一方で、大型のライセンス契約を期待しながら、ライセンス契約に至らなかった案

件はありますか。ライセンス契約に至らなかった経緯や、失敗要因だと考えられるこ

とを教えてください。 

 以上の調査から、技術移転ライフサイクルのうち、どこから TLO 等の技術移転機関が担当

しているのか、TLO 等と大学の関係性の近さ、実質的な主導権はどちらか等は、直接会って

聞いてみないと分からない（アンケート調査では実態は掴みづらい）ことが分かった。また、

若手登用や人材育成、政府主導の制度変更、大学と TLO の関係等、各大学には経営上の課題

は多くあるが、種々の工夫や知恵をもって乗り越えてきた歴史があり、これらが成功要因に

関係しているのではないかと考えられた。各大学によって、組織と価値連鎖、戦略と価値連

鎖、組織的成果が異なることが予想され、各大学でベンチマークすべき組織・戦略・成果目

標を設定することが必要ではないかと考えられた。 
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(2) 半構造型インタビュー調査・分析 
前節のプレインタビュー調査結果から、各大学の技術移転プロセスに関する産官学連携価

値連鎖と各大学の大学発技術に基づく製品が上市に至ったプロセスの可視化を行うためには、

調査対象を大学に拡大し、各大学のリソースを活用して、最大価値を生み出している組織は

どこかという観点で本インタビュー調査を実施する必要があると考えた。調査候補大学のサ

ンプリングは、包絡分析法（DEA）を用いて、生産性の高低から高効率グループを、生産性

の変化から生産性向上グループを抽出して行った。なお、使用する指標は文科省担当課との

打合せ（2023 年 12 月 21 日実施）結果を基に、以下のように設定した。 

1) 調査方法 
〈使用する指標〉 

   ・IN ：研究者数＋科研費受入額 
   ・OUT：特許ライセンス収入（国内、大学発 VB 以外） 

＋特許ライセンス収入（大学発 VB）＋大学発ベンチャー設立数 

〈本インタビュー調査候補大学〉 

調査対象を選定するために用いたデータは、文部科学省が毎年実施している「大学等

における産学連携等実施状況調査」として提供されている、2018〜2021 年の 4 年間

のデータである。まず、この調査に回答している大学から、科研費受入額が 1 億円以

上かつ研究者数 20 人以上の 154 大学に絞り込んだ。さらに、DEA により、最も効率

的にパフォーマンスを挙げていると評価された「第 1 階層」の大学と、次いで効率的

であると評価された「第 2 階層」の大学を抽出した（図 1）。 
 

 
図 1 本研究開発における DEA を用いた高効率グループ 

 

これらの大学に対して、「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発プログ

ラムに係る共同研究プロジェクトへのインタビュー調査協力について（ご依頼）」とし

て、郵送およびメールで依頼書を送付した。さらに、一部の大学には、共同研究者の森

口が架電により協力を依頼した。なお、依頼書を送付する前に、京都大学大学院経営管

理研究部の倫理審査の承認（受付番号：第 23-022 号）を受けている。インタビューは、

対面とオンラインのハイブリッド形式またはオンライン形式で実施した。 

最終的に「第 1 階層」の 14 大学、「第 2 階層」の 4 大学に加え、トライアンギュ

レーションの観点から 2018～2021 年の 4 年間の生産性上昇率が上位の大学のうち 4 
大学（図 2）、旧帝国大学、民間 TLO および内部型・外部型 TLO にインタビューを
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実施した。インタビュイーはインタビュー先に適任者を選出してもらい、技術移転に

関する部署における所属長から実務担当者までを幅広く対象とした。インタビューは、

2023 年 10 月 27 日から 2024 年 6 月 28 日までの間に 28 回実施した。インタビュー

の形態は、技術移転に関する質問を中心とした半構造化インタビューである。質問票

は、後述のとおりである。 
 

 
図 2 本研究開発における DEA を用いた生産性向上グループ 

〈質問票〉 

A. 戦略と価値連鎖 
①  技術移転ライフサイクルの中で、貴学の産学連携部門がカバーしている業務の範囲

を教えてください。 
②  技術移転機関(TLO)などの仲介・支援組織を利用している場合は、貴学との役割分担

や関係性についても教えてください。 
③ 貴学の産学連携部門は技術移転ライフサイクルの中で、どの部分に特に力を入れて

いますか。 
④ 貴学における産学連携関係の KPI や重点目標について教えてください。 

B. 組織と価値連鎖 
⑤ 現状の産学連携に関する貴学内部の組織体制について、うまくいっていると思われ

る点と改善したい点について教えてください。 
⑥ 産学連携に関する外部のステークホルダーと貴学との関係性について、うまくいっ

ていると思われる点と改善したい点について教えてください。 

C. 組織的成果（ベスト／ワースト・プラクティス） 
⑦ 貴学において、これまでで技術移転収入が最も大きかったのはどういった案件です

か。成功に至った経緯や要因だと考えられることについて可能な範囲で教えてくだ

さい。 
⑧ 貴学において、期待に反して、大きな成功を収めることができなかった案件はあり

ますか。その経緯や要因だと考えられることについて可能な範囲で教えてください。 
 

2) 価値連鎖プロセスの可視化 
図 3 は、22 大学の大学発シーズの上市に関わる価値連鎖を可視化したものである。

DEA により抽出した 18 大学に加え、4 つの旧帝国大学等にもインタビューを実施した

結果、効果的なパフォーマンスを挙げているとされる大学は、各大学でそれぞれ多様な
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価値連鎖を採用していることがわかった。同じ価値連鎖の構成に見えるグループの中で

も、それそれの大学が置かれている環境によって、大学発シーズの上市に関わる取り組

む内容は異なる。また、一部の大学では、環境の変化によって、価値連鎖プロセスを変化

させていることが分かった。 
 

 
図 3 22 大学の価値連鎖プロセスの概要図（共同研究者作成） 

 

図 4 は、効果的なパフォーマンスを挙げているとされる大学の典型的な価値連鎖プロ

セスの事例である。ケース 1 は、A 大学に代表される外部委託型の事例である。大学は

ステージ 1 の R&D に特化し、R&D によって研究成果が生じ、大学研究者からの発明開

示以降は、すべて外部 TLO に委託しているケースである。ステージ 6 のライセンシーへ

のライセンス契約以降はライセンシーに任せている。 
ケース 2 は、B 大学に代表される内部完結型の事例である。大学は基本的に、ステー

ジ 1からステージ 6までのすべてのステージを担当しているケースである。B大学では、

大学内で専門人材を雇用し、大学発シーズの上市に関わるすべて業務を、大学自前で実

施しようとしていることがわかった。一方で、大学内の専門人材で担当する能力が乏し

い場合（創薬分野など）は、発明内容によって外部 TLO に委託していることが分かった。 
ケース 3 は、C 大学に代表されるミックス型の事例である。大学によって、どのステ

ージを外部 TLO に委託しているか、またその委託の度合いは異なる。C 大学のケースで

は、ステージ 1 の R&D からステージ 4 の特許出願までを大学が担当し、TLO はステー

ジ 5 のマーケティングからステージ 6 のライセンシングを担当している。ステージ 7、
ステージ 8 は、ライセンシーに任せている。C 大学では、ステージ 1 からステージ 4 ま

では大学、ステージ 5 からステージ 6 は TLO に担当を切り分けているが、TLO はステ

ージ 2 の発明開示段階においても、大学から情報を得るなどの運用上の工夫をしている

ことが分かった。 
また、ケース 2 の B 大学は、外部委託型から内部完結型に移行し、ケース 3 の C 大学

は、外部委託型からミックス型に移行し、大学を取り巻く環境の変化によって、価値連鎖

プロセスを変化させていることが分かった。 
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図 4 典型的な価値連鎖プロセスの事例（共同研究者作成） 

 

3) 大学発ベンチャー数をアウトプット指標にした発見 
大学発シーズの上市には、知財ライセンシングとベンチャー設立の 2 つの代表的な経

路がある。しかしながら、産学連携の一領域としてのベンチャー支援活動という構図の

もとで現場のマネジメントを描写した議論は大学における知財ライセンシングに関する

議論に比べて、相対的に不足している。特に、産学連携に関する過去の議論が焦点を当て

てきた、共同研究や技術移転といった領域と、近年急速に注目されているベンチャー創

出の領域との間に存在するギャップは、実務者のみならず研究者や政策担当者にとって

も重要な論点である。 
そこで、先ず、アウトプット指標として「大学発ベンチャー数」に焦点を当て、質的デ

ータ分析ソフトウェアである MAXQDA を用いて分析を行った。インタビューデータの

中で、大学発ベンチャーに関する発言のあった箇所をピックアップしてコーディングを

行い、発言を一つずつ確認しながら、以下の 4 つのカテゴリー（テーマ）を特定した。 

① 産学連携部門はベンチャー支援をどのように理解しているのか 
② 産学連携部門はベンチャー支援へどのように関与しているのか 
③ 技術移転領域の部署はベンチャー支援の範囲をどのように線引きしているのか 
④ 産学連携部門は自らの位置づけをどう再定義しようとしているのか 

 
① 産学連携部門はベンチャー支援をどのように理解しているのか 

大学発ベンチャーは、学術的成果を実用化する新たな手段として社会的な認知度を

高めているが、ほとんどの産学連携部門における捉え方も、同様の見解で一致してい

た。注目すべきは、大学発ベンチャーという産学連携のチャネル（経路）は、従前から

存在したチャネルを代替するものではなく、両者が並存し、しばしば補完的な選択肢と

して認識されている場合があるということである。ただし、これまで産学連携部門にと

っての主な業務といえば、共同研究や技術移転のプロセスにおいて、知的財産の技術移

転活動を通じた橋渡し役を担うことであった。現場では、これまで従事してきた支援領

域がベンチャー支援領域によって代替されることはないと理解しつつも、両者が異質

な業務であることも十分に認識されていることが明らかとなった。 
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② 産学連携部門はベンチャー支援へどのように関与しているのか 

これまで大学の産学連携部門は共同研究や技術移転に関する業務を主な役割として

きたが、近年になってベンチャー創出が新たな役割として追加されることとなった。そ

れに伴い、ベンチャー支援領域に対応する体制が確立できていない現場も多いことが

明らかになった。インタビューを実施した大学の中で、予算規模が比較的大きい大学

や、ベンチャー領域に特化した部署が設置されている大学においても、知的財産領域の

人材が兼務で対応している例があった。本研究で行った知的財産領域へのインタビュ

ー調査の対象には、共同研究や技術移転による産学連携の体制構築さえ不十分だと認

識している大学も含まれていた。そうした大学の産学連携部門は、ベンチャー支援の必

要性を感じながらも、資源不足から人員を配置できない現状へのもどかしさを抱えて

いた。中には、ベンチャー領域の支援に特化した部署を新たに設置する大学もあった

が、複数の産学連携チャネルがある中で、関連部署との情報共有や連携について課題を

指摘する例も見られた。 

③ 技術移転領域の部署はベンチャー支援の範囲をどのように線引きしているのか 

大学発ベンチャーという支援対象は多義的で曖昧なままで受け取られており、「誰が

大学発ベンチャーを支援するのか」「どこまで大学発ベンチャーを支援するのか」につ

いて、見解や支援体制は多様であった。 
大学発ベンチャーに対応する人的資源や専門性、および経験が不足していることに

加え、大学発技術シーズに基づかないベンチャーまでもが支援の対象として拡大され、

知的財産領域の部署が対応に苦慮している事例もあった。現状、経済産業省 2)の定義に

よれば、大学発ベンチャーは 6 種類に類型化されている。その中で、産学連携の新た

な選択肢としての大学発ベンチャーは、大学の研究成果の実用化を目的とするものが

想定されているはずである。しかしながら、産学連携部門の現場では、経済産業省が定

義するベンチャーのうち、どこまでを自分たちが支援すべき対象であるのかが曖昧に

されたまま、大学発ベンチャー支援に取り組むことを求められている。 
このような背景には、大学が学部生を中心として取り組むようになったアントレプ

レナーシップ教育の影響が少なからず考えられる。経済産業省の定義では、現役の学

生が関係するベンチャーも大学発ベンチャーの対象となっている。学生を対象とした

アントレプレナーシップ教育が大学発ベンチャー支援の一環と捉えられ、これらの支

援も産学連携部門に求められている状況がある。 
産学連携部門では、当初想定されていなかったアントレプレナーシップ教育や、その

延長線上で設立される学生ベンチャーについても、支援の対象や達成目標として求め

られているケースがあった。インタビュー対象になった大学の多くでは、経済産業省

が定義する広義の大学発ベンチャーの設立数が KPI として掲げられ、中には学生ベン

チャーの割合が大きい事例も含まれていた。一部のインタビュイーの発言からは、こ

うした状況を問題視しながらも組織全体の方針として受け入れ、対応しようとする現

場の本音が垣間見られた。 
2) 経 済 産 業 省 「 令 和 5 年 度 産 業 技 術 調 査 （ 大 学 発 ベ ン チ ャ ー 実 態 等 調 査 ） 報 告 書 」

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/start-ups.html（2024 年 8 月 12 日閲覧） 

④ 産学連携部門は自らの位置づけをどう再定義しようとしているのか 

既に述べたとおり、大学の産学連携部門はかねてより担ってきた共同研究領域や知

的財産領域の業務に加え、多様な大学発ベンチャーに対する支援にも資源を投入する

ことを求められるようになっている。本研究で行ったインタビューからは、産学連携部
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門の実務者たちがそれぞれに理想の大学発ベンチャーの支援者像を描きつつも、実態

とのギャップを認識して思い悩んでいる様子が見て取れた。 
本研究で行ってきたインタビューの中で、既存の産学連携業務に携わる人材の多く

は、大学経営上の理由から、任期つきで雇用されている実態が明らかになっている。そ

のため、専門人材が現場での経験やノウハウを習得したとしても、雇用が継続されず、

現場に知見が蓄積されづらいという課題がほとんどの大学に存在する。このような事

情により、多くの大学の産学連携部門では、新たに追加されたベンチャー領域に対応

する専門人材を配置することができないか、仮に配置できたとしても、これまでどお

りに任期付きの人材を雇用せざるを得ない場合が多い。産学連携支援の現場で中長期

的な組織学習が阻害されやすい状況は、ベンチャー領域においても解消されない可能

性が高い。 
ここまで見てきたインタビュイーの発言からは、大学発ベンチャーの支援について、

現場のキャパシティ以上に対応しなくてはならないという意識を持ちつつも、現状は

そうではないと悩んでいる様子が窺える。一方で、外形的に「ベンチャー領域にも支援

範囲を拡げた成功事例」と見なされている大学の知的財産領域は、自分たちがなすべ

き役割を見極め、むしろ本来の産学連携業務の範疇からベンチャー支援と向き合おう

としていた。すなわち、多くの大学が描く理想の大学発ベンチャーの支援者像は、「う

まく機能している」大学が実際に行っている大学発ベンチャー支援とは異なっている

ことも明らかになった。 
 
これまでに述べた質的分析の結果、産学連携部門が大学発ベンチャーをどのように捉え、

対応しようとしているのかが明らかになった。そして、インタビューデータの分析に基づ

き、大学によるベンチャー支援を難しくさせる要因を、大学発ベンチャー支援における機

能不調のメカニズム（図 5）として整理することができた。 
 

 
図 5 大学発ベンチャー支援における機能不調のメカニズム 
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4) 知財ライセンシングをアウトプット指標とした分析 

前述のとおり、大学発シーズの上市には、知財ライセンシングとベンチャー設立の 2 つ

の代表的な経路がある。大学発ベンチャー数に関する分析はこれまで述べてきたとおり

であるが、一方で知財ライセンシングをアウトプットとした分析はこれから取り組む段

階である。例えば、外部 TLO を活用する度合いによってグループ分けを行った際に、同

じグループ内における大学間の類似点・相違点を比較分析することや、外部環境や組織

の多様性を考慮した基準により、価値連鎖のパターンの類似点・相違点を比較分析する

ことが考えられる。 

〈成果まとめ〉 

［論文発表］森口文博, 林侑輝, 山田仁一郎, “何が大学のベンチャー支援を難しくさ

せているのか －効果的な支援を阻む二つのサイクル”, 日本政策金融公庫論集, 65, 61-
80, 2024/11. 
［学会発表］林侑輝, Hung Ho Vy, 森口文博, 山田仁一郎, “TLO と産学連携の成果

に関する問題化レビュー－従来の実証研究は実践に資するエビデンスを提出してきた

か？－”, 日本ベンチャー学会 2024 年第 27 回全国大会, 2024/12/7-8. 
［学会発表］Fumihiro Moriguchi, Yuki Hayashi, Jin-ichiro Yamada, Takayuki Sakai, 
“No universal solution in university-industry collaboration”, ISPIM Connects 
Osaka Conference, 2024/12/4, Japan. 
［学会発表］林侑輝, 山田仁一郎, 坂井貴行,“産学連携の仲介組織に関するマネジメン

ト研究の省察と展望”, 組織学会 2022 年度研究発表大会, 東北大学（オンライン）, 
2022/6/4. 

 
【3】大学発技術に基づく製品の上市プロセスにおける価値連鎖診断 

現状は、これまで述べてきた結果を基に、本インタビュー対象大学に対して上市プロセス

の価値連鎖診断を実施し、各大学の産官学連携の特徴・成果について可視化を行い、ケース

分析等を実施している段階である。地方大学は内部資源を基に、どの大学をベンチマークす

べきか、どうすれば効率的フロンティアに近づくか、目指すべき効率的フロンティアの大学

は学内でどういった施策を講じているか、といった観点から深掘りしていくことにより、地

方大学の現状の把握とベンチマークの設定が可能になると考えられる。それにより地方大学

の実情に沿った産学連携施策の構築に繋がると期待できる。 
 
［補完研究］ 
（補 1）技術移転機関とトップマネジメントチームのパフォーマンスに関する研究 

日本の外部型 TLO に着目し、どのようなトップマネジメントチーム（TMT）が構成され、

どのような技術移転パフォーマンスを生み出しているのか、日本の外部型 TLO の成長・発展

のためには、どのような人材と組織が必要かといった観点から研究を行った。具体的には、

日本の外部型 TLO19 社を対象として、TLO 経営者の職務経験を調査し、技術移転機関のト

ップマネジメントチーム（TMT）の構成や個々人の資質と、生み出される成果（＝パフォー

マンス＝新規ライセンス収入）にはどのような関連性があるのか、構築したデータベースを

基に分析を行った。これらの結果をまとめ、組織学会 2023 年度研究発表大会（2023 年 6 月）

及び The 9th International Conference on Management and Economics（韓国）において発

表を行った。 
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〈成果まとめ〉 

［学会発表］ Takayuki Sakai, How Does the Work Experience of TLO Top 
Management Teams Impact Technology Transfer Performance? An Empirical 
Analysis of External TLOs based in Japan-, The 9th International Conference on 
Management and Economics, Korea, 2024/11/14  
［学会発表］坂井貴行，TLO のトップマネジメントと技術移転パフォーマンス －日本

における外部型 TLO の実証分析－，2023 年度組織学会研究発表大会，2023 年 6 月 25
日． 

 
（補 2）大学技術の上市に係るシステマティック・レビュー 

1) 大学技術の上市に係るシステマティック・レビュー 
TLO が産学連携パフォーマンスに及ぼしうる影響に注目し、これまでの研究で明らか

にされてきた知見について、システマティック・レビューを通じて整理することとした。 
国際ジャーナルに掲載された産学連携および技術移転に関する論文を対象に、システ

マティック・レビューを実施した結果、初期サンプルとして 328 編が抽出され、その内

定量的分析を行っているものが 79 編、その内技術移転パフォーマンスに係る仮説検証型

の実証分析を行なっているものが 30 編であった 3)。技術移転パフォーマンスを扱ってい

る文献をさらに調査したところ、組織レベルで集約されたデータに基づく分析が大半で

あり、個別案件やマネジメント実践に踏み込んだ研究は国際的に不足していることが分

かった。 
また、特に TLO に注目した実証研究の傾向として、文献数は通時的に増加しており、

掲載誌はメジャージャーナルが多い、中華圏の存在感が相対的に弱いことが分かった。

技術移転モデル自体を問い直す研究は、主に欧米以外で活発であり、恐らく日本でも重

要と考えられる。欧米では大学および TLO をワンセットで扱う場合が多い（大学内の一

部署として TLO 機能を有する組織がある）が、日本では共有できないケースがある（学

内に TLO 機能を有する部署が無い、あるいは外部型 TLO を利用するケース等）点に注

意が必要である。 
3) 林侑輝・山田仁一郎・坂井貴行,「産学連携の仲介組織に関するマネジメント研究の省察と展望」組織学会研究発表大

会予稿集, 2022. 

2) TLO と産学連携の成果に関する問題化レビュー 
産学連携に基づく技術移転、および大学発ベンチャーの設立を始めとするアカデミッ

ク・アントレプレナーシップ（AE）を扱う研究領域では、大学と民間企業との橋渡しや

境界連結の役割を担う TLO（技術移転機関；TTO）の存在に言及する例が多い。しかし

ながら、TLO（技術移転機関；TTO）の貢献が技術移転や AE のパフォーマンスに対し

て、どのような場合にいかなる影響を及ぼすのかについて、包括的に整理した研究の前

例は存在しない。そこで体系的な文献検索を行い、TLO が技術移転や AE のパフォーマ

ンスに及ぼす影響について分析した既存研究をレビューした。 
本研究では体系的に選出された既存研究の分析結果を要約するだけではなく、

Alvesson and Sandberg 4)によって提案された問題化レビュー（problematizing review）

の手法を導入した。TLO と産学連携パフォーマンスとの関係を実証的に検証した 24 報

の査読付き論文を主な対象に、体系的かつ批判的な文献レビューを実施した結果、既存

研究で採用されている一般的な研究デザインの死角やバイアスを 4 つの問題点として整

理することができた。また、それぞれの解消や緩和に向けた代替的アプローチを提案す
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ることに繋がった。 
4) Mats Alvesson, M. & Sandberg, J., “ The Problematizing Review: A Counterpoint to Elsbach and Van 

Knippenberg’s Argument for Integrative Reviews”, The Journal of Management Studies, 57(6), 2020. 
https://doi.org/10.1111/joms.12582 

〈成果まとめ〉 

［学会発表］林侑輝 他, TLO と産学連携の成果に関する問題化レビュー－従来の実証

研究は実践に資するエビデンスを提出してきたか？－, 日本ベンチャー学会 2024 年第

27 回全国大会（開志専門職大学・対面）2024 年 12 月 7-8 日. 
［学会発表］林侑輝 他, 産学連携の仲介組織に関するマネジメント研究の省察と展望, 
2022 年度組織学会研究発表大会（東北大学・オンライン）2022 年 6 月 4 日. 

 
（補 3）大学発技術の商業化の成功要因の分析 
〈TLO との関係と大学の技術移転収入との関連分析〉 

技術移転機関（TLO）の組織構造に着目し、3 タイプ（内部型・外部一体型・外部広域型）

に分類した上で、その違いが大学の技術移転パフォーマンスに及ぼす影響を分析した。文

部科学省が公表している「大学等における産学連携等実施状況について」（産連調査）に基

づくパネルデータ（2018〜2021 年度の 4 年分）を用いた実証分析の結果、次に示すことが

明らかになった。 

1) 第 1 に、大学と別の法人として設立される「外部型」と、大学組織の一部である「内

部型」との比較では、前者を利用する大学の方が高い特許ライセンス収入を示す。こ

れより、大学の官僚的な制度や意思決定プロセスからの独立性を確保することで

TLO が自律的な経営を行いやすくなり、結果として大学の技術移転パフォーマンス

の向上に繋がる可能性が示唆される。 
2) 第 2 に、特定の大学と一対一で提携する「外部一体型」と、複数大学のハブとして活

動する「外部広域型」との比較では、小規模な大学ほど前者を用いる利点が大きかっ

た。その要因として、外部広域型は 3 タイプの中で大学からの独立性が最も高く、規

模の経済性も発揮しやすいが、主要な大学以外の研究者との近接性が犠牲になりやす

いことが考えられる。 

上記の分析結果に基づくと、政策担当者の大学の経営陣および産学連携担当部門には、

TLO のタイプについて普遍的な最適解を探し求めるのではなく、独立性と近接性のバラン

スを勘案して適切な方法で技術移転を推進する姿勢が求められる。とりわけ、経営資源に

限りのある大学では、既存の外部広域型 TLO を利用する（産学連携業務をアウトソースす

る）インセンティブが強く働きがちであると考えられるが、それが必ずしも最適な手段で

あるとは限らないことに留意すべきである。本内容をまとめ、組織科学及び SciREX ワー

キングペーパーに投稿した。 

〈成果まとめ〉 

［論文投稿］池内健太, 林侑輝, 山田仁一郎, 清水勇吉, 坂井貴行, TLO との関係は大

学の技術移転収入にどのような影響を与えるか：日本のサーベイデータを用いた実証

分析, SciREX ワーキングペーパー, 2023(1), 2023 年 10 月. 
［論文投稿］池内健太, 林侑輝, 山田仁一郎, 清水勇吉, 坂井貴行, Organizational 
Structures and Performance of University Technology Transfer: An Empirical 
Analysis in Japan, 組織科学 56(4), 19-35, 2023 年 6 月. 
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3-3．共進化に関する成果

連携先機関である文部科学省科学技術・学術政策局産業連携地域支援課（以下、文科省産

地課）との共進化において提案が期待されるテーマは「地方大学における産学連携・地域連

携に関する組織的な取組についての成功要因の分析・抽出」である。具体的には、地方大学

における産学連携・地域連携の取り組みを対象に、大学が有する限られた組織資源を有効に

活用しながらユニークな連携に結び付けることに成功している国内外の事例を取り上げたう

えで、組織的な取組や制度化の観点からの分析を通して、その成功要因の類型化や大学評価

において活用可能な指標の構築等を目指すものである。

本研究開発における共進化に関する成果は、文科省産地課とともに選定した大学等にイン

タビュー調査を実施し、地方大学における技術移転アソシエイトの価値創造活動を適切に分

類することで、地方大学の大学発シーズの上市に関する価値連鎖プロセスの可視化を行った

点である。これにより、以下の点の発見に繋がった。

① 効果的なパフォーマンスを挙げている大学は、大学ごとにそれぞれ多様な価値連鎖

を採用している。

② 一部の大学では、環境の変化によって、価値連鎖プロセスを変化させている。

③ 大学発ベンチャー数をアウトプット指標にした発見事項では、産学連携の現場は、

大学発ベンチャーの重要性は理解しつつも、ベンチャー支援はこれまでと異質な業

務であることを自覚している。

④ ベンチャー支援の必要性を感じながらも、資源不足から人員を配置できない問題を

抱えている。

⑤ 産学連携現場では、大学発ベンチャーの支援対象が多義的で曖昧なまま、本来の産

学連携業務の範疇からベンチャー支援と向き合おうとしている。

本研究開発の推進及び、マネジメント面では、円滑に進捗したとは言い難い。本研究

開発プロジェクトチームは、定性的研究を主とする経営学者、定性的研究を主とする経

済学者、理系（繊維科学）をバックグラントとする産学連携・技術移転実務者のチーム

であった。本研究開発プロジェクトを推進するにあたり、文系研究と理系研究の進め方

の違い、さらにはアカデミックと産業界との文化の違いが顕著となった。本来であれ

ば、産学連携・技術移転の専門家である研究代表者が本研究開発プロジェクト全体をマ

ネジメントする必要があったが、お互いの領域を超えて、研究の進め方まで踏み込んで調整

することは困難であった。研究代表者は、産学連携・技術移転の専門家として、研究領

域における文化の違い、産学の文化の違いについては、重々承知していたはずである

が、本プロジェクトにおいて、それらの違いを乗り越えて円滑に推進することができな

かったことは、痛恨の極みである。

3-3-1．連携先機関が直面する政策課題への貢献可能性

連携先機関である文科省産地課が直面する政策課題は、大学が有する限られた組織資源を

有効に活用しながらユニークな連携に結び付けることに成功している国内外の事例を取り上

げたうえで、組織的な取組や制度化の観点からの分析を通して、その成功要因の類型化や大

学評価において活用可能な指標を構築することである。

本研究開発において、地方大学の大学発シーズの上市に関する価値連鎖プロセスを可視化

し、分析した結果、地方大学を一括りにした画一的な施策ではなく、個々の地方大学の実情

に応じた施策を講じる必要があることが判明した。持続可能な産学連携を達成するには、大
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学の多様な運営実態を反映したカスタマイズされたソリューションが必要であることが示唆

された。今回実施した大学発ベンチャー数をアウトプット指標とした分析とともに、知財ラ

イセンシングをアウトプット指標とした分析を追加することで、大学発シーズの上市に関わ

る価値連鎖診断プロトコルの開発と実装を行うことができ、個々の地方大学の実情に応じた

適切な施策立案と戦略的ターゲットの策定等に貢献できる可能性がある。 
具体的な政策立案に関する貢献の一つ目は、中小規模大学の産学連携・技術移転機能の強

化のための施策である。2024 年 12 月 18 日に実施したプロジェクト進捗報告等に関する文

科省産地課との打合せにおいて、図 4 ケース 1「A 大学に代表される外部委託型」の事例に

ついて議論し、中小規模大学における産学連携・技術移転の重要性を共有した。多くの中小

規模大学は、自前の産学連携本部や TLO を抱えるほど教員数や発明件数は多くないため、民

間の外部 TLO に委託している。今回のインタビュー調査において、中小規模大学の産学連

携・技術移転業務を受託している民間の外部 TLO は、マンパワー不足のため、これ以上の案

件を受託できる状況ではないことが分かった。これらの問題点を解決するために、文科省産

地課と連携して、中小規模大学の産学連携・技術移転機能の強化のための施策（民間の外部

TLO の拡大・強化など）について、令和 8 年度概算要求予算への計上も含めて、プロジェク

ト終了後も引き続き検討することとなった。 
二つ目は、文科省産地課のシンクタンク機能構築の検討である。文科省産地課との共進化

のなかで、地方大学の産学連携・技術移転現場のニーズや問題点に関する情報収集が必要で

あるものの、現状では十分ではないことが共有された。この問題を解決するために、地方大

学のニーズを吸い上げ、地方大学活性化のための施策を提案するなど、文科省産地課の政策

立案を支援するシンクタンク機能の仕組みづくりを今後継続して議論することとなった。例

えば、本研究開発プロジェクトによって構築した地方大学とのネットワークを活用すること

や、UNITT（一般社団法人大学技術移転協議会）が、大学研究者、産学連携実務者、文科省

地連課政策担当者からの政策提言を取りまとめる機能を持つことが考えられる。 

3-3-2．連携先機関とのコミュニケーション 
連携先機関は文科省産地課である。研究代表者らは文科省産地課と、他のプロジェクトに

おいてこれまでに連携関係があったため、比較的円滑にコミュニケーションを取ることがで

きた。しかしながら、本研究開発がスタートした 2021 年 10 月は新型コロナウイルス感染症

の影響が大きく、対面での打ち合わせは制限された状況であったため、3 ヶ月に 1 度のペー

スで 1～1.5 時間、オンラインによる打合せしかできなかった。打合せ内容は、主に研究開発

の進捗状況の報告、文科省産地課の政策に関する情報交換、今後の進め方に関するディスカ

ッション等である。 
2023 年 4 月頃から、新型コロナウイルス感染症の影響が小さくなってきたため、対面での

打合せができるようになった。また、研究代表者らが東京方面に出張の際は、文科省産地課

に立ち寄り、非公式に本研究開発に関するディスカッションを行うなど、文科省産地課との

関係強化を図った。文科省産地課との正式な打合せは以下のとおりである。 
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表 1 文科省産地課との本研究に関する打合せ 
No 日時 内容（場所） 

1 2022 年 6 月 21 日 プロジェクト進捗報告等に関する打合せ（オンライン） 

2 2023 年 4 月 25 日 プロジェクト進捗報告等に関する打合せ（於：文科省） 

3 2023 年 5 月 29 日 プロジェクト進捗報告等に関する打合せ（於：文科省） 

4 2023 年 12 月 21 日 インタビュー候補先選定に関する打合せ（オンライン） 

5 2024 年 1 月 26 日 インタビュー候補先選定に関する打合せ（於：文科省） 

6 2024 年 12 月 18 日 プロジェクト進捗報告等に関する打合せ（於：文科省） 

 

3-3-3．連携先機関の事情変更と対応 
連携先機関である文科省産地課との共進化プロジェクトでは、連携先機関の事情変更によ

り、プロジェクトの推進に大きく影響を受けた。大きく影響を受けた事情変更の主な内容は、

新型コロナウイルス感染症の影響、非公開データの取扱い、担当者の変更の 3 点である。 
新型コロナウイルス感染症の影響に関して、異なる組織が共同して行う共進化プロジェク

トにおいて、プロジェクトを円滑に推進し、有意義な研究成果を生み出すためには、組織や

立場を超えて、お互いを尊重し、プロジェクト全体のビジョンやゴールを共有する必要があ

る。 本プロジェクトがスタートした 2021 年 10 月は、新型コロナウイルス感染症が蔓延し、

文科省産地課との対面での打ち合わせは制限された。このため、オンラインでの打合せやメ

ールでのやり取りしかできなかった。また、文科省産地課における新型コロナウイルス感染

症への対応や勤務体制の変更のため、本プロジェクトに本格的に関与しづらい状況が続いた。

本プロジェクトでは、出来得る限り、オンライン打合せやメールで対応したが、文科省産地

課担当者と共進化プロジェクトのビジョンやゴールの共有までには至らなかった。本プロジ

ェクトをスタートするにあたり、文科省産地課側の意気込みや思い入れ、公募要項の共進化

提案の真意や政策背景に関して、理解を深め、真意を確認する必要があった。 
非公開データの扱いでは、文科省産地課からのデータ入手に約 1 年を要した。大学発シー

ズの上市に関する成功要因を類型化のためには、大学の技術移転実績に関するデータを収集

するとともに、TLO の技術移転実績に関するデータを収集する必要があった。しかしながら、

TLO の技術移転実績に関するデータは非公開情報であり、公開できないとのことであった。

類似データを持つ可能性のある UNITT（一般社団法人大学技術移転協議会）などと協議を重

ねたが、同様に非公開情報であるため、公開できないとの回答であった。その後、文科省産

地課担当者が異動となったため、新任担当者に再度依頼したところ、非公開データを入手す

ることができた。文科省産地課担当者に粘り強く依頼することで対応できたが、プロジェク

トの進捗が大幅に遅れることとなった。 
担当者の変更では、全研究開発期間である 3 年 6 ヶ月のうち、文科省産地課担当者は 3 回

人事異動となった。人事異動が行われる度に、プロジェクト内容の説明と進捗報告を行うこ

とにより、新任担当者の方にできるだけ興味を持っていただけるように対応した。担当者に

よっては、産学連携や TLO に関する経験や理解度にバラつきがあり、JST-RISTEX プロジ

ェクト・共進化プロジェクトの目的や意義から説明しなければならないケースもあった。文

科省産地課が設定したテーマをもとにした共進化プロジェクトであることを意識して本研究

開発を進めたが、プロジェクト自体に興味を持っていただけないケースもあった。 
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3-4．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
本プロジェクトは、3 年間でいくつかの成果を創出したが、インタビュー調査に関する分

析は、引き続き継続して行う必要がある。地方大学等へのインタビュー調査により、大学発

シーズの上市に関する価値連鎖プロセスの可視化に成功したものの、成功要因の分類や大学

発シーズの上市に関わる価値連鎖診断プロトコルの開発とその実装には至っていない。また、

知財ライセンシングをアウトプット指標とした分析も今後実施する必要がある。 
これらの追加研究、例えば、外部 TLO を活用する度合いによってグループ分けを行った際

に、同じグループ内における大学間の類似点・相違点を比較分析することや、外部環境や組

織の多様性を考慮した基準により、価値連鎖のパターンの類似点・相違点を比較分析するこ

とで、各地方大学の大学発シーズの上市に関わる一連の価値連鎖プロセスのボトルネックを

組織マネジメントレベルで究明し、地方大学の産学連携の機能不全に陥っている部分を見つ

け出し、各地方大学の実情に応じた施策を講じることができる可能性がある。 
2024 年 12 月 14 日に、インタビュー調査において特に顕著な成功事例を有する北海道大

学、札幌医科大学、麻布大学、九州大学の産学連携部門のキーパーソンを招聘して、「産学連

携サミット」（於：京都産業大学）と称した会議を実施した。産学連携・TLO のヒト、組織、

政策をキーワードに、あるべき姿と今後講ずべき政策についてディスカッションを行った。

これまでのインタビュー調査を含めて、産学連携サミットの内容は、産学連携に関わる実務

者、文科省産地課・政策担当者が閲覧しやすい形として、書籍の出版などを検討している。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
 
（1）神戸大学グループ（リーダー氏名：坂井 貴行） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

坂井 貴行 サカイ タカユキ 神戸大学 バリュースクール 教授 

清水 勇吉 シミズ ユウキチ 神戸大学 バリュースクール 学術研究員 

山本 裕子 ヤマモト ユウコ 神戸大学 バリュースクール 学術研究員 

 
（2）京都大学グループ（リーダー氏名：山田 仁一郎） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

山田 仁一郎 ヤマダ ジンイチロウ 京都大学 
大学院経営管理研究

部 
教授 

Ho Vy Hung ホー ビー ホン 京都大学 
大学院経済学研究科

修士課程 
学生 

 
（3）林 侑輝（リーダー氏名：林 侑輝） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

林 侑輝 ハヤシ ユウキ 大阪公立大学 大学院経営学研究科 准教授 

 
（4）池内 健太（リーダー氏名：池内 健太） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

池内 健太 イケウチ ケンタ 
経済産業研究

所 
－ 上席研究員 

 
（5）森口 文博（リーダー氏名：森口 文博） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

森口 文博 モリグチ フミヒロ 京都産業大学 経営学部 助教 
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4-2．研究開発の協力者・関与者 
 

氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 

山本 貴史 
ヤマモト  

タカフミ 

東京大学／ 
東京大学エクステ

ンション株式会社 

副理事／ 
代表取締

役社長 
研究設計の助言 

Wesley David 
Sine 

ウェスリー

ディヴィッ

ド サイン 
コーネル大学 教授 研究設計の助言 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 

2023/09/20 2023 年度 UNITT 
アニュアル・カンフ

ァレンス 
セッション 1A  
産学連携トレンド 

北海道大学 1A 統計データから見る

日本の産学連携の現状

と課題 
産学連携活動に関する

統計データを活用する

意義と、産学連携の実務

と研究の連携の可能性

について議論した。 
■スピーカー 
・迫田健吉（文部科学省） 
・山田仁一郎（京都大）

「TLO の組織構造と大

学の技術移転パフォー

マンス  — 日本のサー

ベイデータを用いた実

証分析 —」 
・他 2 名 

50 名 

2023/12/09 2023 年日本ベンチ

ャー学会全国大会 
セッション【2】 

東北大学 テーマ名：アカデミック

アントレプレナーシッ

プの実証研究から考え

る 
■発表課題：3 件 
・産学共同研究プロジェ

クトの成功要因：企業・

大学双方の質問票調査

による実証分析（神戸大 
坂井貴行、清水勇吉） 
・アカデミック研究のイ

ノベーションプロセス：

特許発明者・論文著者の

マッチングデータを用

いた研究者レベルの実

証分析（経済産業研究所 

池内健太、他 1 名） 
・他 1 件 
■討論者： 
・山田仁一郎（京都大） 
・林（大阪公立大） 
・他 2 名 

30 名 



27 

2024/7/24 科学技術イノベー

ション政策のため

の科学」研究開発プ

ログラム 
第 2 回共進化セミ

ナー「産学連携プロ

セスの成功要因の

類型化と可視化を

目指す」 

オンライン ■研究報告 
- 坂井貴行, TLO のトッ

プマネジメントとパフ

ォーマンス 
- 林侑輝, TLO のパフォ

ーマンス要因に関する

システマティック・レビ

ュー 
- 池内健太, TLO の組織

構造と大学の技術移転

パフォーマンス 
■パネルディスカッシ

ョン 
- モデレータ：山田仁一

郎 
- パネリスト：篠原量紗

（文部科学省  科学技

術・学術政策局 産業連

携・地域振興課産業連携

推進室長） , 坂井貴行 , 
林侑輝, 池内健太 
- コメンテータ：松田一

敬（プログラムアドバイ

ザー） 

60 名 

 

5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 

2022/8/30 第 58 回京都大学大

学院経済学研究科 
公認セミナー 経

営学セミナー 
Knowledge Spillover 
between Science and 
Industry 

京都大学 
（オンライン／

対面のハイブ

リッド） 

（前半） 
ゲーテ大学フランク

フルト校コーネリア・

シュトルツ教授によ

る知識移転に係る講

演 
（後半） 
パネルディスカッシ

ョン（坂井 PJ メンバ

ー） 

30 名 

2023/2/27 ワークショップ：大

学技術の研究開発

から経済効果まで

の価値連鎖の課題

を考える 

京都大学 
（オンライン／

対面のハイブリ

ッド） 

講演及びパネルディ

スカッション 
■参加者 
坂井 PJ メンバー 
池内 PJ メンバー 

15 名 
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2024/12/14 産学連携サミット 京 都 産 業 大 学

（オンライン／

対面のハイブリ

ッド）

（第 1 部） 
RISTEX 研究成果報告 
（第 2 部） 
・セッション 1

ヒトの観点

・セッション 2
組織の観点

・セッション 3
政策の観点

10 名 

5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの

該当なし

5-1-4．ウェブメディア開設・運営

該当なし

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など

該当なし

5-2．論文発表

5-2-1．査読付き（ 3 件）

(1) Kenta Ikeuchi, Yuki Hayashi, Jin-ichiro Yamada, Yukichi Shimizu and Takayuki 
Sakai, Organizational Structures and Performance of University Technology 
Transfer: An Empirical Analysis in Japan, 組織科学, vol. 56 No. 4, 20-36, 2023（招

待有り）

(2) 池内健太, 林侑輝, 山田仁一郎, 清水勇吉, 坂井貴行,TLO との関係は大学の技術移転

収入にどのような影響を与えるか：日本のサーベイデータを用いた実証分析, SciREX
ワーキングペーパー, 2023(1), 1-32, 2023.（（3）の日本語版）

(3) 久保雄一郎, 清水勇吉, 井内健介, 坂井貴行, 忽那憲治, “大学発ベンチャーの IPO 短
期実現の決定要因 －経営資源に関する質的比較分析（QCA）－”, 研究 技術 計画, 
Vol.37, No.4, pp404-417, 2023/3.

6-2-2．査読なし（ 2 件）

(1) 森口文博, 林侑輝, 山田仁一郎, “何が大学のベンチャー支援を難しくさせているのか

－効果的な支援を阻む二つのサイクル”, 日本政策金融公庫論集, 65, 61-80, 2024/11.
(2)  森口文博, “アカデミック・アントレプレナーのアイデンティティ・ワークに関す

る系統的文献レビュー”, 京都マネジメントレビュー, 45, 83-99, 2024/9.
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5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表）

5-3-1．招待講演（国内会議 0 件、国際会議 2 件）

(1) Takayuki Sakai, How Does the Work Experience of TLO Top Management Teams 
Impact Technology Transfer Performance? An Empirical Analysis of External 
TLOs based in Japan-, The 9th International Conference on Management and 
Economics, 2024/11/14, Korea（招待講演）

(2) Jin-ichiro Yamada, Rediscovering University Ethos Amidst Academic Capitalism: 
Unveiling the Complexities of Regional Innovation Policies and 
Entrepreneurship, 19th International Conference on Knowledge-Based Economy 
& Global Management, 2023/11/2, Taiwan（招待基調講演）

6-3-2．口頭発表（国内会議 4 件、国際会議 3 件）

(1) 林侑輝, Hung Ho Vy, 森口文博, 山田仁一郎, “TLO と産学連携の成果に関する問題

化レビュー－従来の実証研究は実践に資するエビデンスを提出してきたか？－”, 日
本ベンチャー学会 2024 年第 27 回全国大会, 2024/12/7-8.

(2) Fumihiro Moriguchi, Yuki Hayashi, Jin-ichiro Yamada, Takayuki Sakai, “No 
universal solution in university-industry collaboration”, ISPIM Connects Osaka 
Conference, 2024/12/4, Japan.

(3) Inai Kensuke, Takayuki Sakai, Yukichi Shimizu, Kenji Kutsuna, “Entrepreneurial 
Intentions of Graduate Students A Comparative Study in the Natural Sciences 
from Japan and Korea”, The 9th International Conference on Management and 
Economics, 2024/11/14, Korea.

(4) Hung Ho Vy, Jin-ichiro Yamada, Assessment of Regional and Institutional 
Antecedents on Innovation Performance – Evidence from University Spin-Offs in 
Japan, Australian Centre for Entrepreneurship Research Exchange Conference, 
2024/2/7, Australia.

(5) 坂井貴行, TLO のトップマネジメントと技術移転パフォーマンス－日本における外

部型 TLO の実証分析－, 2023 年度組織学会研究発表大会, 2023/6/25.
(6) 久保雄一郎、清水勇吉、坂井貴行、忽那憲治、井内健介, 学生ベンチャーの IPO 短期

実現の決定要因, 日本ベンチャー学会第 25 回全国大会（駒澤大学・オンライン）, 
2022/11/19.

(7) 林侑輝, 山田仁一郎, 坂井貴行,“産学連携の仲介組織に関するマネジメント研究の省

察と展望”, 組織学会 2022 年度研究発表大会, 東北大学（オンライン）, 2022/6/4.

7-3-3．ポスター発表 （国内会議 1 件、国際会議 0 件）

(1) 池内健太,“日本の大学におけるアカデミック・アントレプレナーシップの決定要

因：DEA による効率性分析”, RA 協議会第 10 回年次大会, 沖縄科学技術大学院

大学, 2024/10/16-17.
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5-4．新聞報道・投稿、受賞など

5-4-1．新聞報道・投稿

該当なし

5-4-2．受賞

該当なし

5-4-3．その他

該当なし

5-5．特許出願

該当なし

5-5-1．国内出願（ 0 件）

該当なし

5-5-2．海外出願（ 0 件）

該当なし

6．その他（任意） 

とくになし
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